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地方公共団体のオープンデータ取組事例紹介

2021年9月

一般社団法人データクレイドル 大島正美
内閣官房オープンデータ伝道師
総務省地域情報化アドバイザー

令和３年度中国地域オープンデータ利活用ラウンドテーブル
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１．ごあいさつ

・地域データサイエンティストの育成
・オープンデータの推進
・データ分析・ビジュアライゼーションの推進
・データ分析セミナーの実施
・データ分析サロンの設置運営
・IoT/ビッグデータの活用推進
・ロボットおよび人工知能の地域実装
・データ活用によるDX推進

データとデータを活用する人を育てています。

データではぐくむ、未来

代表者 代表理事 新免國夫（岡山県高度情報化顧問）

主たる

事業所

岡山県倉敷市阿知1丁目７－２

くらしきシティプラザ西ビル７０６（JR倉敷駅前）

サテライト

ラボ

茨城県つくば市上郷３６１９番地（株式会社まちケア東日本内）

山口県山口市米屋町2-7【 mirai365 】

設 立 2015年10月1日

URL
http://d-cradle.or.jp/

http://dataeye.jp/

官民協働のデータ活用とパートナーシップにより、地域の課題解決・活性化、DX推進を通じて、

イノベーションの実現と新たなビジネスの創出に資する活動を行っています。
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データとデータを活用する人を育てています

オープンデータ推進

オープンデータポータル「dataeye」運用
地域オープンデータの様式統一推進

データ利活用推進

データ分析・可視化
ワークショップ
コミュニティ

データ利活用人材育成

データ分析サロン
オンライン教材提供
テレワーカ育成

AI/IoTの地域実装

オープンデータを活用した知識ベース整備

人流解析データの収集・蓄積

地域に根差すデータづくり
データを作る人づくり

・使う人づくり
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官民オープンデータ活用推進により地域活性化を図るため、組織をつないで利用できる機能（グループ機能）や可視化機能を備えた
オープンデータプラットフォームの提供、データ活用人材の育成を行っています。

官民オープンデータ活用支援
By 一般社団法人データクレイドル

オープンデータの公開から活用へ

地方公共団体・企業・
団体（商工団体、教育機関、町内会など）

主な利用者

2015年から実施期間

https://dataeye.jp/
https://bousai-map.datacradle.jp/

紹介URL

アピールポイント

アクティビティ

令和２年１月30日版

テレワーカーを育成して市民参画型の官民データ活用
を推進。地名が読め、土地勘・生活実感がある地域
人材が、生活の隙間時間を活用してオープンデータを
作成。GISやAI用学習データ作成にもチャレンジ。

★ データづくりの仕事づくり ★

テレワークで
働き方改革

■オープンデータプラットフォーム「data eye」
オープンデータをグラフやマップで可視化することで、地域の現状や課題の把握、解決策
の議論につなげます。EBPMや住民参加の課題解決へのデータ活用を支援しています。

官民オープンデータ
活用

■データを活用する人づくり
データ活用ツールを体験利用できる場「データ分析サロン」を設け、データに触れる機会を提供して
います。統計検定取得支援、分析ソフトやGIS（地理情報システム）ハンズオン等の技術習得
とともに、アイデアソンやワークショップなどデータを「みて・考えて・議論」する機会を提供しています。

データに触れる場と
発言の機会を提供

オープンデータ100
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２．オープンデータについて

オープンデータとは、国、地方公共団体及び事業者が保有する官民データのうち、国民誰もがインタ
ーネット等を通じて容易に利用（加工、編集、再配布等）できるよう、以下のいずれにも該当する形
で公開されたデータを指します。

① 営利目的、非営利目的を問わず二次利用可能なルールが適用されたもの
② 機械判読に適したもの
③ 無償で利用できるもの

オープンデータの定義 出典:オープンデータ基本指針

✔ 誰でも利用できる ✔ 二次利用できる

スマートフォン、タブレット端末、SNSの普及等を背景に、多種多様な情報を相互に連携させて新たな価値

を生み出すことが期待されています。

特に、国や自治体が保有する公共データが、国民や企業が利用しやすい形で公開されることが求められてい

ます。
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二次利用可能なルールについて

自治体がオープンデータとしてデータを公開するに当たっての利用ルールは、特段の理由がない限り、
CC BY（クリエイティブ・コモンズ表示4.0国際）を用います。

http://creativecommons.org/licenses/by/4.0/legalcode.ja

出典：オープンデータをはじめよう～地方公共団体のための最初の手引書～(令和元年11月22日改定)

原作者のクレジット（氏名、作品タイトルなど）を
表示することを主な条件とし、改変はもちろん、営
利目的での二次利用も許可される最も自由度の高い
CCライセンス。

http://creativecommons.org/licenses/by/4.0/legalcode.ja
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オープンデータ意義と推進の必要性

出典：オープンデータをはじめよう～地方公共団体のための最初の手引書～(令和元年11月22日改定)

「オープンデータ基本指針」では、公共データの活用を促進する意義・目的を、次のとおり整理
しています。

１.国民参加・官民協働の推進を通じた諸課題の解決、経済の活性化

２.行政の高度化・効率化

３.透明性・信頼性の向上

自治体においてオープンデータに取り組むに当たっては、上記の意義に加えて、公共データの

公開と利活用により地域の課題を解決するという視点も重要です。
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出典：世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画（令和２年７月17日閣議決定）【概要】
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出典：政府CIOポータル「市町村のデジタル化の取組に関する情報の一覧表についての作成方針（令和３年６月30日更新）」
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３．オープンデータ推進の現状 令和3年7月14日時点
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※令和３年７月14日時点

オープンデータ取組済自治体（都道府県別の市区町村オープンデータ取組率）

順位 都道府県
取組済数/市区町村数

(増加数)
市区町村

取組率(%)

1 岐阜県 42/42 100.0

1 京都府 26/26 100.0

1 島根県 19/19 100.0

1 福井県 17/17 100.0

1 長野県 77/77 100.0

1 石川県 19/19 100.0

1 静岡県 35/35 100.0

1 富山県 15/15 100.0

1 神奈川県 33/33 100.0

1 青森県 40/40 100.0

11 奈良県 37/39 94.9

12 徳島県 22/24（↑ +4） 91.7

13 山口県 17/19 89.5

14 福島県 52/59（↑ +1） 88.1

15 埼玉県 54/63（↑ +3） 85.7

16 福岡県 49/60 81.7

17 岡山県 22/27 81.5

18 愛媛県 16/20（↑ +1） 80.0

19 愛知県 43/54（↑ +1） 79.6

20 三重県 23/29（↑ +2） 79.3

21 東京都 48/62（↑ +1） 77.4

22 長崎県 16/21（↑ +1） 76.2

23 栃木県 19/25（↑ +1） 76.0

24 香川県 12/17（↑ +1） 70.6

順位 都道府県
取組済数/市区町村数

(増加数)
市区町村取組

率(%)

25 大阪府 30/43（↑ +2） 69.8

26 千葉県 37/54（↑ +2） 68.5

27 茨城県 29/44（↑ +2） 65.9

28 兵庫県 26/41 63.4

29 新潟県 19/30 63.3

30 大分県 10/18 55.6

31 山梨県 13/27（↑ +1） 48.1

32 広島県 10/23 43.5

33 滋賀県 8/19 42.1

34 秋田県 10/25 40.0

35 宮崎県 10/26 38.5

36 鹿児島県 16/43 37.2

37 鳥取県 7/19 36.8

38 和歌山県 11/30 36.7

39 岩手県 12/33（↑ +1） 36.4

40 佐賀県 7/20 35.0

41 宮城県 12/35 34.3

42 北海道 61/179（↑ +1） 34.1

43 熊本県 15/45 33.3

44 群馬県 11/35 31.4

44 山形県 11/35 31.4

46 沖縄県 11/41（↑ +1） 26.8

47 高知県 8/34（↑ +1） 23.5

※ 令和３年４月12日時点からの増加数

※ 網掛けが増加した都道府県（１８都道府県）

山口県オープンデータ
作成マニュアル

（R3/4）
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市区町村の人口規模別オープンデータ取組率・人口カバー率

① オープンデータ取組率（各分類における、総自治体数に対する取組済自治体数の割合）

② 人口カバー率

（総人口に対する、取組済
自治体の人口合計の割合）

22

1

東京都特別区

取組済 取組未着手

９６
％

20

政令指定都市

取組済 取組未着手

100
％

●全国の市区町村を対象に集計

※令和３年７月14日時点の自治体取組状況を元に集計

※令和３年７月14日時点の自治体取組状況と

平成27年国勢調査結果（平成27年10月１日）を

元に集計

※大規模市・中規模市・小規模市・市町村の分類については、平成27年国勢調査結果（平成27年10月１日）を利用

51

大規模都市

人口30万以上

取組済 取組未着手

100
％

38

中規模都市

人口20万以上30万未満

取組済 取組未着手

100
％

338

71

小規模都市

人口5万以上20万未満

取組済 取組未着手

８３
％ 668

532

市町村

人口5万未満の市を含む

取組済 取組未着手

５６
％

113,461,8

99

13,632,84

6

人口カバー率

取組済(人口) 取組未着手(人口)

８９
％
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出典：総務省オープンデータ研修（応用編）教材_住民へのサービス提供視点でのオープンデータ整備
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出典：総務省オープンデータ研修（応用編）教材_住民へのサービス提供視点でのオープンデータ整備

出所: 「役所」イラスト: SOZAIC https://sozaic.com/

Webページ例1: 第75回国民体育大会関東ブロック大会(神奈川県) https://www.pref.kanagawa.jp/docs/tz5/the75th_kanburo_icehockey.html

Webページ例2: 横須賀市広報誌 https://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/shisei/kouhou/kouhou/documents/kohoyokosuka2011s_all.pdf

「住民」イラスト: IllustAC https://ac-illust.com/

「？」イラスト:    いらすとや https://irasutoya.com/
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出典：総務省オープンデータ研修（応用編）教材_住民へのサービス提供視点でのオープンデータ整備

出所: 「役所」イラスト: SOZAIC https://sozaic.com/

Webページ例: いこーよ https://iko-yo.net/

「住民」イラスト: IllustAC https://ac-illust.com/

「人」イラスト: いらすとや https://irasutoya.com/
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出典：総務省オープンデータ研修（応用編）教材_住民へのサービス提供視点でのオープンデータ整備
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４．推奨オープンデータ

＃ データ名

1 ＡＥＤ設置箇所一覧

2 介護サービス事業所一覧

3 医療機関一覧

4 文化財一覧

5 観光施設一覧

6 イベント一覧

7 公衆無線ＬＡＮアクセスポイント一覧

8 公衆トイレ一覧

9 消防水利施設一覧

10 指定緊急避難場所一覧

11 地域・年齢別人口

12 公共施設一覧

13 子育て施設一覧

14 オープンデータ一覧

引用：政府CIOポータル 推奨データセット

＃ データ名

A-1 食品等営業許可・届出一覧(ベータ版)

B-1 ボーリング柱状図等

B-2 都市計画基礎調査情報

B-3 調達情報

B-4 標準的なバス情報フォーマット

B-5 行政機関の提供する支援制度情報

◆応用編（地方公共団体・民間事業者向け）■基本編（オープンデータに取り組み始める地方公共団体向け）

推奨データセットとはオープンデータの公開とその利活用を促進することを目的とし、政府として公開を推奨するデータと、
そのデータの作成にあたり準拠すべきルールやフォーマット等を取りまとめたものです。

https://cio.go.jp/policy-opendata
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5．オープンデータ100

出典：政府CIOポータル オープンデータ100

https://cio.go.jp/opendata100

オープンデータの利活用事例、アクティビティ（全国各
地の特筆すべき継続的なイベント・プロジェクト等）を
公開しています。

出典：政府CIOポータル オープンデータ100
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6．中国地域オープンデータ利活用ラウンドテーブル

防災（テーマ１:公共交通、テーマ２:水害）をテーマに、身近に起こりうる自然災害の被害軽減や被災時の復興・普及の
迅速化を図るため、通常時、復興時に住民等が必要とするデータを検討し、オープン化の課題整理と共に推奨データセットや
推奨テンプレート（アウトプット例）の提案を行いました。

出典：「中国地域オープンデータ利活用ラウンドテーブル」まとめ概要
総務省中国総合通信局、( 一 社 ） 中国経済連合会、中国情報通信懇談会 http://www.cic-infonet.jp/roundtable/index.html
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中国地域防災オープンデータMAP

https://bousai-map.datacradle.jp/

• 倉敷市真備地区の浸水被害を事例として防災（水害）に役立つ
オープンデータを調査・整理して必要なデータセットを定義

• データのアウトプットテンプレートとして「防災オープンデータMAP」作成

官民
データ活用

分散避難
の検討

多様な避難
の選択肢

推奨データ
セットの活用
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令和元年度「中国地域オープンデータ利活用ラウンドテーブル」まとめ
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令和元年度「中国地域オープンデータ利活用ラウンドテーブル」まとめ
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始することを報告。
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防災オープンデータワークショップ～防災道の駅オープンデータを考える

令和3年度も活動を継続しています

https://d-cradle.or.jp/info/info_detail/index/148.html

●第1回「防災道の駅」オープンデータ活用モデルを考える（オンライン）
日 時 2021年9月21日（火）17時30分～19時00分
プログラム

・INPUT「防災道の駅」の役割と期待（仮題）
国土交通省中国整備局岡山国道事務所 桐谷副所長

・INPUT「防災道の駅」オープンデータ化の意義
（一社）やまぐちGISひろば代表理事・山口大学名誉教授 三浦房紀氏

・アイデアソン「防災道の駅」オープンデータの活用モデル検討
・アイデア発表

●第2回「防災道の駅」オープンデータ項目を考える（オンライン）
日 時 2021年9月24日（金）17時30分～19時00分
プログラム

・INPUT「中国地域防災オープンデータセットについて」
（一社）データクレイドル理事 大島正美（内閣官房オープンデータ伝道師）

・INPUT「防災道の駅」オープンデータ活用イメージについて
～第1回アイデアソン結果のご紹介

・データソン「防災道の駅」オープンデータ項目検討

第2回中国地域オープンデータ
利活用ラウンドテーブル

（10月25日）
で取り組み状況を報告予定
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７．中国地域オープンデータ取組み事例

広島県府中市（令和2年度～）
中国地域オープンデータ利活用ラウンドテーブルで整理した防災オープンデータセットの
作成・公開に着手しました。今年度も拡張予定。
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データセット名（案）
推奨

データセット
中国地域防災
オープンデータ

ファイル公開
（R3/3）

元データ
公開
データ
形式

データ
セット

リソース

防災分野

浸水ハザードマップ 〇

土砂災害ハザードマップ 〇 〇 ai ai 1 2

指定緊急避難場所一覧 〇 〇 〇 PDF CSV 1 1

公衆無線LANアクセスポイント一覧 〇

AED設置場所一覧 〇

医療機関一覧 〇

介護サービス事業所一覧 〇

公衆トイレ一覧 〇 〇

公共施設一覧 〇 〇 〇 CSV CSV 1 1

災害協定一覧 〇 xlsx CSV 1 1

府中市災害時等協力事業者一覧 〇 xlsx CSV 1 1

災害時

避難可能な場所一覧 〇

避難情報（緊急情報） 〇

避難勧告等の発令状況 〇

災害・復旧状況 〇

被災者支援情報 〇

避難所周辺施設情報 〇

平常時を想定した分野
（一部）

年齢別人口 〇 〇 〇 xlsx CSV 1 1

町別人口 〇 〇 〇 xlsx CSV 1 50

子育て施設一覧 〇 〇 xlsx CSV 1 1

小・中学校一覧 〇 〇 xlsx CSV 1 1

イベント一覧 〇 〇 xlsx CSV 1 2

選挙投票所一覧 〇 xlsx CSV 1 1

ゴミ分別一覧

ゴミ収集日一覧

オープンデータ一覧 〇

計 11 62

令和2年度オープンデータ化状況（令和3年3月末）
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人口データと指定緊急避難場所との重ね合わせ https://fuchu.dataeye.jp/graphs

https://fuchu.dataeye.jp/graphs
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岡山県（令和3年度～）
岡山県内のオープンデータを集約するおかやま官民オープンデータポータルサイトを準備中。（令和3年10月公開予定）

オープンデータを公開しても活用が限定的であり、労力に見合うほどの効果が得られない。。。
等の課題が浮かび上がる中、岡山県内のオープンデータをデータカタログポータルとしてまとめることで、データ活用の幅を広げるとともに、民間データやビッグデータ等
と組み合わせで新たな価値創造を目指しています。
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広島市広域都市圏（令和3年度～）
広島市の都心部からおおむね60kmの圏内にある、東は三原市エリアから西は山口県柳井市エリアまでの25市町11市13町が共同利用
するオープンデータカタログサイトを準備中。（令和3年12月公開予定）

県を超えた共同オープンデータポータルサイトの取り組みは前例がなく、効果が期待されます。
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みんなで取り組む！中国地域のオープンデータ

【まとめ】

カタログサイトの共同利用、オープンデータの連携が中国地域でも進んでいます。
• 広域で取り組むことで、データ活用の広がりが期待できます。
• 共同で取り組むことで、工夫や活用事例、課題の共有、相談等ができます。


